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令和３年度決算に基づく健全化判断比率及びその算定の

基礎となる事項を記載した書類の審査意見について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定により、令和３年

度健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類について審査し

た結果、次のとおり意見を付します。



令和３年度あきる野市財政健全化審査意見書

第１ 審査の期間

令和４年７月２９日から令和４年９月５日まで

第２ 審査の対象

１ 実質赤字比率

２ 連結実質赤字比率

３ 実質公債費比率

４ 将来負担比率

５ １から４までの比率（以下「健全化判断比率」という。）の算定の基礎となる事項を記載した書

類

第３ 審査の方法

審査に当たっては、市長から審査に付された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記

載した書類について、地方公共団体の財政の健全化に関する法律等関係法令の規定に準拠して計数

に誤りがなく作成されているかを主眼に置き、関係書類との照合及び関係職員から説明を聴取する

などして実施した。

第４ 審査の結果

審査に付された次に示す健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いず

れも法令に適合し、かつ正確であると認められた。

※上記表中の「－」は、それぞれ実質赤字額、連結実質赤字額がないことを表している。

第５ 意見

実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、対象とする各会計において実質赤字額がないため、前年

同様に数値はない。

実質公債費比率は、前年度と比較すると１.１ポイント減少し改善している。また、この数値は、
過去３か年の平均値であり、令和３年度の単年度の比率は５．０％で、前年度と比較すると０.７ポ
イント減少し改善している。なお、この理由は、一般会計等の元利償還金などが減少し、普通地方

交付税及び臨時財政対策債発行可能額が増加したことによるものである。

将来負担比率は、前年度と比較して８.０ポイント減少し改善している。なお、この理由は、下水
道事業会計の元金償還残高に対する繰出見込額などが減少したことによるものである。

令和３年度末における一般会計、秋多都市計画事業武蔵引田駅北口土地区画整理事業特別会計及

び下水道事業会計の総市債残高は約４３１億７千万円となっている。一部事務組合への負担金支出、

公共施設の総合管理をはじめとして、今後の財政運営は容易ではないが、「あきる野市第２次総合

計画」を踏まえ、引き続き、財政の健全化に努め図られたい。

健全化判断比率 令和３年度 早期健全化基準 財政再生基準

実 質 赤 字 比 率 － ％ １２.６１％ ２０.００％
連結実質赤字比率 － ％ １７.６１％ ３０.００％
実 質 公 債 費 比 率 ６.０％ ２５.０％ ３５.０％
将 来 負 担 比 率 ３３.１％ ３５０.０％



〔各比率等の解説〕

１ 実質赤字比率

一般会計、テレビ共同受信事業特別会計及び秋多都市計画事業武蔵引田駅北口土地区画整理事業

特別会計（以下「一般会計等」という。）の実質収支額が赤字となった場合の赤字額（※１）の標準

財政規模（※２）に対する比率

２ 連結実質赤字比率

全会計（戸倉財産区特別会計を除く。）における実質収支の赤字額又は資金不足額の合計の標準

財政規模に対する比率

３ 実質公債費比率

一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金（※３）の標準財政規模に対する比率（３か

年の平均値で表す。）

４ 将来負担比率

損失補償を行っている出資法人等に係るものを含め、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債

の標準財政規模に対する比率

５ 早期健全化基準及び財政再生基準

健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上である場合、財政健全化計画を定めなければな

らず、また、実質赤字比率、連結実質赤字比率及び実質公債費比率のいずれかが財政再生基準以上

である場合、財政再生計画を定めなければならない。

※１ 実質収支の赤字額

繰上充用額、支払繰延額及び事業繰越額を合算した額である。

・ 繰上充用額：歳入不足のため、翌年度歳入を繰り上げて充用した額

・ 支払繰延額：実質上歳入不足のため、支払いを翌年度に繰り延べた額

・ 事業繰越額：実質上歳入不足のため、事業を繰り越した額

※２ 標準財政規模

地方公共団体の一般財源の標準規模を示すものであり、地方公共団体の標準的な状態で通常

収入される経常的一般財源の規模を示す。

※３ 準元利償還金

公営企業債の元利償還金に対する一般会計等からの繰出金、一部事務組合が起こした地方債

の元利償還金に対する負担金等である。

＜参考＞ 健全化判断比率の推移 （単位 ％）

比 率 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ元 Ｒ２ Ｒ３

実 質 赤 字 比 率 － － － － － －

連結実質赤字比率 － － － － － －

実質公債費比率 ７.８ ８.５ ８.６ ８.２ ７.１ ６.０
将 来 負 担 比 率 ５３.７ ５１.５ ４５.５ ４４.４ ４１.１ ３３.３


